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(57)【要約】
　大型コンテナ船やバルクキャリアーなどに用いて好適
な脆性き裂伝播停止性能に優れる厚鋼板（主には板厚５
０ｍｍ以上の厚鋼板）の実船相当の長大脆性き裂伝播停
止性能を評価する方法ならびに試験装置を提供する。
　１．５ｍ以上の幅を有する大型試験片の幅直角方向に
引張試験機で引張荷重を負荷して、き裂長１ｍ以上の長
大脆性き裂に対する長大脆性き裂伝播停止性能を評価す
る際、大型試験片に引張試験機からの引張荷重を伝達す
る伝達部が、大型試験片の厚さの２．５倍以上となる増
厚部を大型試験片の幅の２．８倍以上、より好ましくは
４．１倍以上となる間隔で、大型試験片の幅中心を挟ん
で有し、引張試験機からの引張荷重が、増厚部で大型試
験片の幅直角方向の中心を挟んだ位置に負荷される。伝
達部を有する試験装置。



(2) JP WO2014/024445 A1 2014.2.13

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１．５ｍ以上の幅を有する大型試験片の幅直角方向に引張荷重を負荷して、前記大型試
験片におけるき裂長１ｍ以上の長大脆性き裂に対する伝播停止性能を評価する厚鋼板の長
大脆性き裂伝播停止性能の評価方法であって、前記大型試験片に引張試験機からの引張荷
重を伝達する伝達部が、前記大型試験片の厚さの２．５倍以上となる増厚部を、前記大型
試験片の幅の２．８倍以上となる間隔で、前記大型試験片の幅直角方向の中心を挟んで有
し、前記引張試験機からの引張荷重が、前記増厚部で前記大型試験片の幅直角方向の中心
を挟んだ位置に負荷されることを特徴とする厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能の評価方
法。
【請求項２】
　前記増厚部を前記大型試験片の幅の４．１倍以上となる間隔で有することを特徴とする
請求項１記載の厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能の評価方法。
【請求項３】
　１．５ｍ以上の幅を有する大型試験片の幅直角方向に引張荷重を負荷して、前記大型試
験片におけるき裂長１ｍ以上の長大脆性き裂に対する伝播停止性能を評価する厚鋼板の長
大脆性き裂伝播停止性能を評価する試験装置であって、前記大型試験片に引張荷重を伝達
する伝達部が、前記大型試験片の厚さの２．５倍以上となる増厚部を、前記大型試験片の
幅の２．８倍以上となる間隔で、前記大型試験片の幅直角方向の中心を挟んで有し、前記
引張荷重を、前記増厚部で前記大型試験片の幅直角方向の中心を挟んだ位置に負荷し、荷
重容量が５０ＭＮ以上であることを特徴とする厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能を評価
する試験装置。
【請求項４】
　前記増厚部を前記大型試験片の幅の４．１倍以上となる間隔で有することを特徴とする
請求項３記載の厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能を評価する試験装置。
【請求項５】
　前記荷重容量が８０ＭＮ以上あることを特徴とする請求項３または４に記載の厚鋼板の
長大脆性き裂伝播停止性能を評価する試験装置。
【請求項６】
　請求項３～５の何れか一つに記載の装置を用いて、厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能
を評価する工程を含むことを特徴とする長大脆性き裂伝播停止性能に優れる厚鋼板の製造
方法。
【請求項７】
　請求項６の厚鋼板の製造方法において、鋼組成が、質量％で、Ｃ：０．１５％以下、Ｓ
ｉ：０．６％以下、Ｍｎ：０．８～２．４％、Ｓ：０．００１～０．０５％を含み、Ｔｉ
：０．００５～０．０５％またはＮｂ：０．００１～０．１％の内から選んだ少なくとも
１種を含み、更に、Ｃｕ：２％以下、Ｖ：０．２％以下、Ｎｉ：２％以下、Ｃｒ：０．６
％以下、Ｍｏ：０．６％以下、Ｗ：０．５％以下、Ｂ：０．００５％以下、Ｚｒ：０．５
％以下の内から選んだ少なくとも１種を含有し、残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなる
鋼素材を、９００～１３５０℃の温度に加熱し、次いで鋼板表面温度１０００～８５０℃
の温度域において累積圧下率１０％以上圧延した後、鋼板表面温度９００～６００℃の温
度域において累積圧下率５０％以上で、圧延終了時の鋼板表面温度８００～５５０℃で熱
間圧延して製造することを特長とする長大脆性き裂伝播停止性能に優れる厚鋼板の製造方
法。
【請求項８】
　更に、熱間圧延を終了した後、５℃／ｓ以上の冷却速度で４００℃まで冷却する請求項
７記載の長大脆性き裂伝播停止性能に優れる厚鋼板の製造方法。
【請求項９】
　請求項６～８の何れか一つに記載の製造方法により製造されることを特徴とする長大脆
性き裂伝播停止性能に優れる厚鋼板。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、大型コンテナ船（Mega-container carrier）やバルクキャリアー(bulk carr
ier)などの製造に好ましく使用される厚鋼板(steel plate)（主には板厚５０ｍｍ以上の
厚鋼板）について、実船相当の長大脆性き裂のき裂伝播停止性能(long brittle crack ar
restability)を評価する方法ならびに試験装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　コンテナ船やバルクキャリアーは、積載能力(carrying capacity)の向上や荷役効率(ca
rgo handling efficiency)の向上等のため、上部開口部(upper aperture)を大きくとった
構造となっている。このため、船体の剛性(rigidity)および縦強度(longitudinal streng
th)を確保するために、これらの船では特に船体外板(outer plate of vessel’s body)を
厚肉化する必要がある。
【０００３】
　近年、コンテナ船は大型化し、６，０００～２０，０００ＴＥＵ（Twenty-foot Equiva
lent　Unit）の大型船では船体外板の板厚は５０ｍｍ以上となる。板厚が５０ｍｍ以上に
なると、板厚効果（thickness effect）により破壊靱性(fracture toughness)が低下する
ことに加え、溶接入熱(welding heat input)もより大きくなるため、溶接部(welded part
)の破壊靭性が一層低下する傾向にある。なお、ＴＥＵは、長さ２０フィートのコンテナ
に換算した個数を表し、コンテナ船の積載能力の指標を示している。
【０００４】
　船舶(ships)やラインパイプ(linepipe)に使用される鋼板（主に板厚が５０ｍｍ未満の
比較的薄手の鋼材）に対しては、ＴＭＣＰ（Thermo-Mechanical-Control-Process）法に
より細粒化を図り、低温靭性(low-temperature toughness)を向上させて、優れた脆性き
裂伝播停止性能(brittle crack arrestability)を付与することができる。
【０００５】
　合金コスト(alloy cost)を上昇させることなく、脆性き裂伝播停止性能を向上させる手
段として、鋼材の表層部(surface part)の組織(microstructure)を超微細化する技術が提
案されている。例えば、特許文献１には、脆性き裂が伝播する際に、鋼材表層部に発生す
るシアリップ（shear-lips）（塑性変形領域（plastic deformation area））が脆性き裂
伝播停止性能の向上に効果があることに着目し、シアリップ部分の結晶粒を微細化させて
、伝播する脆性き裂が有する伝播エネルギー(propagation energy)を吸収させる方法が開
示されている。
【０００６】
　特許文献１では、鋼板を熱間圧延後、制御冷却(controlled cooling)により表層部分を
Ａｒ３変態点以下に冷却し、その後制御冷却を停止して表層部分を変態点以上に復熱させ
る工程を１回以上繰り返して行い、この間に鋼材に圧下を加える。特許文献１では、この
ような方法を採用することで、繰り返し変態させ又は加工再結晶（recrystallization du
e to deformation）させて、表層部分に超微細なフェライト組織(ferrite structure)又
はベイナイト組織(bainite structure)を生成させる。
【０００７】
　特許文献２では、フェライト－パーライト(pearlite)を主体のミクロ組織(microstruct
ure)とする鋼材において、両表面部は、円相当平均粒径(average of equivalent circle 
diameter)が５μｍ以下、アスペクト比(aspect ratio)が２以上のフェライト粒を有する
フェライト組織を５０％以上含有する層で構成されている。更に、特許文献２には、仕上
げ圧延中の１パス当りの最大圧下率(maximum rolling reduction)を１２％以下にするこ
とで局所的な再結晶現象(recrystallization phenomenon)を抑制し、フェライト粒径のバ
ラツキ(variation)を抑えれば、脆性き裂伝播停止性能の向上という優れた効果を得られ
ることが開示されている。
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【０００８】
　特許文献３には、塑性変形(plastic deformation)を受けた後の耐脆性き裂伝播性能に
優れた鋼材として、以下の（ａ）～（ｄ）に述べる条件を採用することによって製造され
る、結晶粒内にサブグレイン(sub-grain)を形成させた微細フェライトを主組織とする鋼
材が開示されている。特許文献３では、鋼板表層の冷却および復熱などの複雑な温度制御
(temperature control)を必要とせずに、塑性変形を受けた後の脆性き裂伝播停止性能を
向上させる。
【０００９】
　（ａ）微細なフェライト結晶粒を確保する圧延条件、（ｂ）表面からの深さが鋼材板厚
の５％以上の部分に微細フェライト組織を生成させる圧延条件、（ｃ）微細フェライトに
集合組織を発達させるとともに加工（圧延）により導入した転位(dislocation)を熱的エ
ネルギー(thermal energy)により再配置しサブグレインを形成させる圧延条件、（ｄ）形
成した微細なフェライト結晶粒と微細なサブグレイン粒の粗大化を抑制する冷却条件。
【００１０】
　また、特許文献１～３と異なる技術思想(technological thought)として特許文献４に
は、集合組織(texture)を発達させることにより、鋼材の破壊面上にセパレーション(sepa
ration)を板厚方向と平行な方向に発生させ、脆性き裂先端の応力を緩和させることによ
り、耐脆性き裂伝播性能を高める方法が開示されている。そして、制御圧延により（１１
０）面Ｘ線強度比(X-ray intensity ratio)を２以上とし、かつ円相当径(equivalent cir
cle diameter)２０μｍ以上の粗大粒を１０％以下とすることが特許文献４に記載されて
いる。
【００１１】
　特許文献５には、溶接構造用鋼が開示されており、この溶接構造用鋼を用いれば、溶接
継手部(welded joint)における脆性き裂伝播停止性能を高めることができる。具体的に、
特許文献５には、上記溶接構造用鋼として、板厚内部においての圧延面での（１００）面
のＸ線面強度比が１．５以上を有することを特徴とする鋼板が開示されている。そして、
この鋼板であれば、集合組織発達により、応力負荷方向(stress loading direction)に垂
直な方向に対して、き裂伝播方向(crack propagation direction)を変化させて、脆性き
裂を溶接継手部から母材側に誘導し、継手としての脆性き裂伝播停止性能を向上させるこ
とが特許文献５に記載されている。
【００１２】
　また、特許文献６には、板厚中央部における圧延面での（２１１）面のＸ線強度比が１
．３以上、かつ板厚１／４部における圧延面での（１００）面Ｘ線強度比が１．５以上、
板表層部における圧延面での（１００）面Ｘ線強度比が１．５以上を有することを特徴と
する鋼板が開示されている。そして、この鋼板であれば、集合組織発達により、Ｔ継手(T
-joint)等を介し鋼板表面から突入する脆性き裂先端近傍にクラック(crack)が発生し、そ
のクラックがき裂伝播抵抗として作用し、板厚方向に伝播する脆性き裂に対する脆性き裂
伝播停止性能が向上することが特許文献６に記載されている。
【００１３】
　一方、船体構造(hull structure)においては、万一溶接部から脆性破壊(brittle fract
ure)が発生した場合にも、脆性き裂の伝播を停止させ船体分離を防止することが必要と考
えられている。板厚５０ｍｍ未満の造船用鋼板溶接部の脆性き裂伝播挙動については、日
本造船研究協会(The Shipbuilding Research Association of Japan)第１４７委員会にお
いて、実験的に検討がなされている。
【００１４】
　第１４７委員会では、溶接部にて強制的に発生させた脆性き裂の伝播経路、伝播挙動を
実験的に調査した結果、溶接部の破壊靱性(fracture toughness)がある程度確保されてい
れば、溶接残留応力(welding residual stress)の影響により脆性き裂は溶接部から母材
側に逸れやすいことが確認された。また、第１４７委員会では、溶接部に沿って脆性き裂
が伝播した例も複数確認された。
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【００１５】
　このことは、脆性破壊が溶接部に沿って直進伝播する可能性が無いとは言い切れないこ
とを示唆している。しかし、第１４７委員会で適用した溶接と同等の溶接を板厚５０ｍｍ
未満の鋼板に適用して建造された船舶が何ら問題なく就航(actual service)しているとい
う多くの実績がある。この多くの実績に加え、靱性が良好な鋼板母材（造船Ｅ級鋼など）
は、脆性き裂を停止する能力が十分にあるとの認識から、造船用鋼材溶接部の脆性き裂伝
播停止性能は船級規則(Rules and Guidance for the survey and construction of steel
 ships)等には要求されてこなかった。
【００１６】
　しかしながら、最近の６，０００ＴＥＵを超える大型コンテナ船では鋼板の板厚は５０
ｍｍを超える。板厚が５０ｍｍを超えると、板厚効果により破壊靱性が低下することに加
え、溶接入熱もより大きくなるため、溶接部の破壊靭性が一層低下する傾向にある。
【００１７】
　最近、このような厚肉大入熱溶接継手(large heat input welded joint of heavy gaug
e steel plate)では、溶接部から発生した脆性き裂は、母材側に逸れずに直進し長大化(l
ong)し、骨材（stiffeners）（あるいは、補強材ともいう。）等の鋼板母材部でも停止し
ないことが実験的に示されている（非特許文献１）。このことは、５０ｍｍ以上の板厚の
鋼板を適用した船体構造の安全確保の上で大きな問題となっている。
【００１８】
　このような船体の安全性確保を評価する試験として、長大ＥＳＳＯ(large-scale duple
x ESSO)試験がある。この長大ＥＳＳＯ試験には、評価方法の相違や試験装置の制約など
により試験結果が変化し、必ずしも実船に相当する長大脆性き裂伝播停止性能が評価され
ていないという問題がある。
【００１９】
　上記特許文献１～６記載の技術による鋼板の脆性き裂伝播停止性能（脆性き裂伝播停止
靭性）を評価する試験法としては、幅５００ｍｍ程度の試験片を用いる二重引張試験およ
びＥＳＳＯ試験等の試験法があり、鋼板性能を正しく評価するため試験方法の詳細が定め
られている（日本溶接協会(The Japan Welding Engineering Society)の鋼種認定試験方
法(steel grade qualified method)、日本海事協会(Nippon Kaiji Kyokai)の脆性き裂ア
レスト設計指針(guidelines on brittle crack arrest design)のＫｃａ試験方法(Kca te
st method)）。
【００２０】
　さらに、これらの鋼板を実際に構造物に適用する場合には、長さ１ｍ以上の長大脆性き
裂に対する性能を、幅１．５ｍ以上の長大ＥＳＳＯ試験などの超大型試験(very large te
st)により実証することが要求される場合があるが、試験方法については、詳細には定め
られていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２１】
【特許文献１】特開平４－１４１５１７号公報
【特許文献２】特開２００２－２５６３７５号公報
【特許文献３】特開平１１－２５６２２８号公報
【特許文献４】特開平１０－８８２８０号公報
【特許文献５】特開平６－２０７２４１号公報
【特許文献６】特開２００８－２１４６５２号公報
【非特許文献】
【００２２】
【非特許文献１】山口ら：「超大型コンテナ船（Ｍｅｇａ－ｃｏｎｔａｉｎｅｒ　ｃａｒ
ｒｉｅｒ）の開発―新しい高強度極厚鋼板（ｎｅｗ　ｈｉｇｈ　ｓｔｒｅｎｇｔｈ　ｈｅ
ａｖｙ　ｇａｕｇｅ　ｓｔｅｅｌ　ｐｌａｔｅ）の実用―」、日本船舶海洋工学会誌、３
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、（２００５）、Ｐ７０．
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２３】
　上記特許文献１～６記載の技術には、実船相当の長大脆性き裂伝播停止性能を評価する
方法や試験装置については記載がない。したがって、特許文献１～６に記載の技術を用い
て、実船相当の安全性評価という課題を解決することができない。また、上述した特許文
献１～６記載の鋼板は、長大化した脆性き裂伝播停止性能に関するものではない。したが
って、特許文献１～６に記載の技術を用いても、非特許文献１で明らかにされた課題を解
決することができない。
【００２４】
　そこで、本発明は、実船相当の長大脆性き裂伝播停止性能を評価する方法、試験装置お
よび厚鋼板の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２５】
　本発明者らは、引張試験機(tensile testing machine)の伝達部(transfer part)（試験
機のタブ板(tab plate)および試験機のピンチャック(pin-chuck)で構成される）における
増厚部(more thicker part)の厚さとその間隔を変化させた動的ＦＥＭ解析(dynamic fini
te element method analysis)により、実船相当(full-scale)の長大脆性き裂伝播性能を
模擬できる長大ＥＳＳＯ試験の評価方法、試験装置について検討した。その結果、増厚部
の厚さとその間隔を所定の値とすることで、応力反射（応力波の反射）の無い実船に相当
する状況が再現可能であることを知見した。
【００２６】
　本発明で、長大脆性き裂は、隣接する他の鋼板から突入する長さ１ｍ以上の脆性き裂と
する。
【００２７】
　また、得られた長大ＥＳＳＯ試験の評価方法、試験装置を用いて、化学組成および圧延
条件を変化させた多くの鋼板について製造条件と長大脆性き裂の脆性き裂伝播停止性能（
アレスト性能(arrestability)という場合がある）の関係を調査し、知見を得た。
【００２８】
　本発明は上記知見を基に更に検討を加えてなされたもので、すなわち本発明は、以下の
通りである。
（１）１．５ｍ以上の幅を有する大型試験片の幅直角方向に引張試験機で引張荷重を負荷
して、前記大型試験片におけるき裂長１ｍ以上の長大脆性き裂に対する伝播停止性能を求
める厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能の評価方法であって、前記大型試験片に引張試験
機からの引張荷重を伝達する伝達部が、前記大型試験片の厚さの２．５倍以上となる増厚
部を、前記大型試験片の幅の２．８倍以上となる間隔で、前記大型試験片の幅直角方向の
中心を挟んで有し、前記引張試験機からの引張荷重が、前記増厚部で前記大型試験片の幅
直角方向の中心を挟んだ位置に負荷されることを特徴とする厚鋼板の長大脆性き裂伝播停
止性能の評価方法。
（２）前記増厚部を前記大型試験片の幅の４．１倍以上となる間隔で有することを特徴と
する（１）記載の厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能の評価方法。
（３）１．５ｍ以上の幅を有する大型試験片の幅直角方向に引張荷重を負荷して、前記大
型試験片におけるき裂長１ｍ以上の長大脆性き裂に対する伝播停止性能を求める厚鋼板の
長大脆性き裂伝播停止性能を評価する装置であって、前記大型試験片に引張荷重を伝達す
る伝達部が、前記大型試験片の厚さの２．５倍以上となる増厚部を、前記大型試験片の幅
の２．８倍以上となる間隔で、前記大型試験片の幅直角方向の中心を挟んで有し、前記引
張荷重を、前記増厚部で前記大型試験片の幅直角方向の中心を挟んだ位置に負荷し、荷重
容量(load capacity)が５０ＭＮ(mega newton)以上であることを特徴とする厚鋼板の長大
脆性き裂伝播停止性能を評価する装置。



(7) JP WO2014/024445 A1 2014.2.13

10

20

30

40

50

（４）前記増厚部を前記大型試験片の幅の４．１倍以上となる間隔で有することを特徴と
する（３）記載の厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能を評価する装置。
（５）（３）または（４）に記載の装置において、前記荷重容量が８０ＭＮ以上あること
を特徴とする厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能を評価する装置。
（６）（３）～（５）の何れか一つに記載の装置を用いて、厚鋼板の長大脆性き裂伝播停
止性能を評価する工程を含むことを特徴とする長大脆性き裂伝播停止性能に優れる厚鋼板
の製造方法。
（７）（６）に記載の厚鋼板の製造方法において、鋼組成が、質量％で、Ｃ：０．１５％
以下、Ｓｉ：０．６％以下、Ｍｎ：０．８～２．４％、Ｓ：０．００１～０．０５％を含
み、Ｔｉ：０．００５～０．０５％またはＮｂ：０．００１～０．１％の内から選んだ少
なくとも１種を含み、更に、Ｃｕ：２％以下、Ｖ：０．２％以下、Ｎｉ：２％以下、Ｃｒ
：０．６％以下、Ｍｏ：０．６％以下、Ｗ：０．５％以下、Ｂ：０．００５％以下、Ｚｒ
：０．５％以下の内から選んだ少なくとも１種を含有し、残部Ｆｅおよび不可避的不純物
からなる鋼素材を、９００～１３５０℃の温度に加熱し、次いで鋼板表面温度１０００～
８５０℃の温度域において累積圧下率(cumulative rolling reduction)１０％以上圧延し
た後、鋼板表面温度９００～６００℃の温度域において累積圧下率５０％以上で、圧延終
了時の鋼板表面温度８００～５５０℃で熱間圧延して製造することを特長とする長大脆性
き裂伝播停止性能に優れる厚鋼板の製造方法。
（８）更に、熱間圧延を終了した後、５℃／ｓ以上の冷却速度(cooling rate)で４００℃
まで冷却する（７）記載の長大脆性き裂伝播停止性能に優れる厚鋼板の製造方法。
（９）（６）～（８）の何れか一つに記載の製造方法により製造されることを特徴とする
長大脆性き裂伝播停止性能に優れる厚鋼板。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明によれば、これまで正確な評価が困難であった長大脆性き裂停止性能の評価が、
応力反射（reflection of stress wave）の無い実船相当条件下において実施可能となる
。また、これまで困難であった、主に板厚（ｔ）が５０ｍｍ以上の厚鋼板において優れた
脆性き裂伝播停止性能を付与することが可能で、長大脆性き裂を応力反射の無い実船相当
条件下において停止させることができ、産業上極めて有用である。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】図１は試験片幅２４００ｍｍの長大ＥＳＳＯ試験片の寸法形状を示す図。
【図２】図２は試験片幅１５００ｍｍの長大ＥＳＳＯ試験片の寸法形状を示す図。
【図３】図３は長大脆性き裂伝播停止性能の評価に及ぼす応力反射の影響を調査するため
の動的ＦＥＭ解析モデル（モデル１）を示す図。
【図４】図４は長大脆性き裂伝播停止性能の評価に及ぼす応力反射の影響を調査するため
の動的ＦＥＭ解析モデル（モデル２）を示す図。
【図５】図５は長大脆性き裂伝播停止性能の評価に及ぼす応力反射の影響を調査するため
の動的ＦＥＭ解析モデル（モデル３）を示す図。
【図６】図６は図３～５の動的解析モデルによる解析結果として、長大脆性き裂の試験板
突入時の（図３～５のＰｏｉｎｔ　Ｃの）動的応力拡大係数に及ぼす試験条件（増厚部の
厚さとその間隔）の影響を示す図。ここで、Ｋｄは長大脆性き裂が試験板に突入するとき
の動的応力拡大係数（dynamic stress intensity factor）（図３～５のＰｏｉｎｔ　Ｃ
における動的応力拡大係数）、ＫｄＡｅｆｆ／Ｗ＝８．３　はＡｅｆｆ／Ｗ＝８．３の条
件（Ａｅｆｆが試験片幅Ｗの８．３倍の場合）において、長大脆性き裂が試験板に突入す
るときの動的応力拡大係数である。Ａｅｆｆ／Ｗ＝８．３の条件は、長大脆性き裂が試験
板に突入するまで荷重の低下（ピン(pin)の反力(reaction force)の低下）が生じない条
件（すなわち、長大脆性き裂が試験板に突入するまで、き裂発生（crack initiation）お
よび開口(crack opening)による除荷応力弾性波(unloading stress elastic wave)がピン
穴位置に到達しない条件）である。
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【図７】図７は長大ＥＳＳＯ試験の実施に適用した試験片、試験機のタブ板、試験機のピ
ンチャックの形状を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
　本発明は、応力反射の無い実船相当条件下にて、長大脆性き裂伝播停止性能を評価する
ためのものである。本発明は、長大ＥＳＳＯ試験片（大型試験片ともいう）に引張試験機
からの引張荷重を伝達する伝達部に、大型試験片の板厚ｔの２．５倍以上となる増厚部を
大型試験片の幅Ｗの２．８倍以上となる間隔で、大型試験片の幅中心を挟んで、設けるこ
とを特長とする。なお、大型試験片とは、日本海事協会「脆性亀裂アレスト設計指針」附
属書B（２００９）に記載の大型試験片を指す。
【００３２】
　以下、本発明を図１～７を用いて説明する。図６を除くこれらの図は大型引張試験ジグ
(jig)を示す。図６を除くこれらの図において、１は長大ＥＳＳＯ試験片、１１は長大Ｅ
ＳＳＯ試験片１の試験板、１２は長大ＥＳＳＯ試験片１の助走板(crack-running plate)
、１３は機械加工ノッチ(machined notch)、１４はエレクトロガスアーク溶接部(welded 
part of electrogas arc welding)、１５はＣＯ２アーク溶接部(welded part of CO2 arc
 welding)、２は試験機のタブ板、３は試験機のピンチャック、３１は試験機のピン孔、
３２はナット形状部（ピン孔周囲を補強する増厚部）、Ｗは長大ＥＳＳＯ試験片の幅を指
す。本発明は１．５ｍ以上の幅Ｗを有する大型試験片を対象とする。また、通常、大型試
験片の幅Ｗは３ｍ以下である。
【００３３】
　まず、動的ＦＥＭ解析により応力反射の影響を評価し、応力反射の影響が無視できる試
験条件を求めた。
【００３４】
　図１、２に解析に用いた長大ＥＳＳＯ試験片１の形状と各部の寸法を示す。図１に示し
た長大ＥＳＳＯ試験片１は、試験板１１と助走板１２が、試験板１１の圧延方向（rollin
g direction）（Ｒ．Ｄ．）に沿ってＣＯ２アーク溶接された溶接部１５（以下、ＣＯ２

アーク溶接部１５という）で接合されている。
【００３５】
　脆性き裂を発生させるため、助走板１２のエレクトロガスアーク溶接部１４の溶接部途
中のボンド部(bond)に沿って機械加工ノッチ１３が加工されている。図２に示す長大ＥＳ
ＳＯ試験片１では助走板１２のエレクトロガスアーク溶接部１４の端部のボンド部に機械
加工ノッチ１３が加工されているが、他は図１と同様に構成されている。
【００３６】
　図３～５に動的ＦＥＭ解析モデルを示す。図３、５は図１の長大ＥＳＳＯ試験片を用い
た解析モデル(analysis model)、図４は図２の長大ＥＳＳＯ試験片を用いた解析モデルと
した。図示した動的ＦＥＭ解析モデルは、応力反射の無い条件を見極めるためのパラメト
リックモデル(parametrical model)で、伝達部の形状と寸法の影響を解析するためのモデ
ルである。
【００３７】
　伝達部は、引張試験機からの引張荷重を大型試験片１に伝達する部分である。具体的に
は、伝達部とは、大型試験片１で引張荷重が負荷される端部に、大型試験片１の幅直角方
向の中心（機械加工ノッチ１３のノッチ先端部の位置）に対して左右対称に、試験機のタ
ブ板２と試験機のピンチャック３で構成された部分を指す。伝達部において試験片板厚ｔ
方向の厚みが試験片厚さｔ（板厚）の２．５倍以上となっている部分を増厚部とする。な
お、幅方向とは、試験板を板厚方向から見たときに、圧延方向（Ｒ．Ｄ．）に対して垂直
な方向であり、幅直角方向とは、圧延方向（Ｒ．Ｄ．）である。
【００３８】
　伝達部の増厚部は、図３の解析モデルの場合、試験片厚さｔ（板厚）の３倍となる試験
機のピンチャック３で、図４の解析モデルの場合、試験片厚さｔ（板厚）の２．５倍以上
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となる試験機のタブ板２と試験機のピンチャック３で、図５の解析モデルの場合、試験機
のピンチャック３のナット形状部（ピン孔周囲を補強する増厚部）３２である。また、増
厚部の厚みの上限は特に限定されないが、通常、増厚部の厚みは、試験片厚さｔ（板厚）
の２０倍以下である。
【００３９】
　引張試験機（図示しない）からの引張荷重は、増厚部のピン孔３１に装入される引張試
験機のピン（図示しない）により、大型試験片１の幅直角方向に左右対称に負荷される。
【００４０】
　本発明で増厚部の間隔（Ａｅｆｆという場合がある）は、増厚部の間隔のうち、最短と
なる間隔である。増厚部の間隔は、図３の解析モデルの場合、左右の試験片厚さｔ（板厚
）の３倍となる試験機のピンチャック３間の間隔（図中Ａｅｆｆ）であり、図４の解析モ
デルの場合、左右の、試験片厚さｔ（板厚）の２．５倍となる試験機のタブ板２間の間隔
（図中Ａｅｆｆ）であり、図５の解析モデルの場合、左右の試験機のピンチャック３のナ
ット形状部３２で対向する面の間隔（図中Ａｅｆｆ）である。
【００４１】
　図６に、解析結果として、長大き裂の試験板１１に突入時（図３～５のＰｏｉｎｔ　Ｃ
）の動的応力拡大係数に及ぼす試験条件（増厚部の厚さとその間隔（Ａｅｆｆ））の影響
を示す。
【００４２】
　図６に示すように、Ａｅｆｆが短くなると、動的応力拡大係数は試験機のピン穴３１周
囲の増厚部の形状（試験機のタブ板２、試験機のピンチャック３、またはナット形状部３
２の形状）によらずに低下する。そして、Ａｅｆｆが試験片幅Ｗの２．８倍より短くなる
と（Ａｅｆｆ／Ｗが２．８未満となると）低下がより一層顕著になる。
【００４３】
　図６に示すように、き裂伝播速度（crack propagation speed）が５００～８００ｍ／
ｓの範囲（溶接部を直進伝播する一般的なき裂速度）では、Ａｅｆｆが試験片幅Ｗの２．
８倍以上あれば、荷重低下が発生しないＡｅｆｆ／Ｗ＝８．３の試験条件とほぼ同等の（
荷重低下が発生しない試験条件の９５％以上の）動的応力拡大係数が得られている。すな
わち、長大ＥＳＳＯ試験において、伝達部における増厚部の間隔Ａｅｆｆを、試験片幅Ｗ
の２．８以上にすれば、除荷応力波(wave of unloading characteristics)の反射の影響
が小さい実船相当の試験条件が実現可能である。
【００４４】
　さらに、Ａｅｆｆ／Ｗを４．１倍以上とすれば荷重低下が発生しない試験条件の９７％
以上となり、より理想的な試験(more perfect test)が可能となる。Ａｅｆｆ／Ｗを６倍
以上とすれば荷重低下が発生しない試験条件と完全に同条件となり、より理想的な試験が
可能となる。
【００４５】
　以上より、Ａｅｆｆを試験片幅Ｗの２．８倍以上にすれば、実船相当条件の評価が可能
である。例えば図７に示す、増厚部であるナット形状部(screw nut like part)３２（大
型試験片１の板厚６０～１００ｍｍに対し、厚みが４００ｍｍ）間の間隔（Ａｅｆｆ）が
８８００ｍｍである伝達部を用いて、長大脆性き裂伝播停止性能を評価した場合、十分に
実船相当条件の評価が可能となる。
【００４６】
　以上のＦＥＭ解析により、荷重を負荷／伝達する増厚部（試験機のタブ板もしくは試験
機のピンチャック等）の間隔Ａｅｆｆを試験片幅の２．８倍以上、より好ましくは、４．
１倍以上とした。さらにより理想的には６倍以上とするのが良い。
【００４７】
　上記条件で試験片幅１．５ｍ以上の試験片を用いて、船舶の最大許容応力（maximum al
lowable stress）のレベル（２４２～３００Ｎ／ｍｍ２程度）にて、試験片破断時に試験
機に過度な付加を与えることなく、長大脆性き裂停止性能を評価するには、試験機の荷重
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容量を５０ＭＮ以上にすることが必要である。
【００４８】
　よって、応力反射の無い、実船相当条件下の長大脆性き裂伝播停止性能を評価しうる試
験装置は、荷重を負荷／伝達する増厚部（試験機のタブ板もしくは試験機のピンチャック
等）の厚さが試験片厚さに対して２．５倍以上、且つ試験片両端に位置する当該増厚部の
間隔（最短距離(shortest distance))が試験片幅の２．８倍以上であり、荷重容量が５０
ＭＮ以上の装置である。
【００４９】
　日本海事協会の脆性き裂アレストの設計指針(Guidelines on Brittle Crack Arrest De
sign)等に記載の試験片幅２ｍ以上での評価を行う場合、試験機の荷重容量を８０ＭＮ以
上にすることが必要となる。このため、より好ましくは荷重容量が８０ＭＮ以上の試験装
置である。荷重容量の上限値は特に限定されないが、通常、試験装置の荷重容量は１００
ＭＮ以下である。
【００５０】
　上述した実船相当条件の長大脆性き裂伝播停止性能の評価方法によって、鋼板およびそ
の溶接部において脆性破壊が発生した場合でも、大規模破壊(havoc)に至る前に長大化し
た脆性き裂を停止させることが可能な、主に５０ｍｍ以上の板厚の厚鋼板を選び出すこと
ができる。この厚鋼板の好ましい成分組成、好ましい製造条件は以下の通りである。なお
、説明において％は質量％とする。ちなみに、厚さ５０ｍｍ未満の厚鋼板は、現行鋼板（
例えば造船用Ｅ級鋼(E crass shipbuilding steel)など）で長大脆性き裂を停止させるこ
とができる。
【００５１】
　　［成分組成］
　Ｃ：０．１５％以下
　Ｃは強度を確保するために必要である。強度確保の観点からＣ量の下限を０．０２％と
するのが好ましい。しかし、Ｃ量が、０．１５％を超えると溶接熱影響部(welded heat-a
ffected zone)（ＨＡＺ）靭性が低下するので、Ｃ量の上限を０．１５％以下に限定した
。なお、（２１１）面および（１００）面の集合組織をより一層発達させるために、Ｃ量
は０．０３％以下とすることが好ましい。
【００５２】
　Ｓｉ：０．６％以下
　Ｓｉは強度上昇に有効な元素である。その効果を得るには、Ｓｉの含有量を０．０１％
以上とするのが好ましい。Ｓｉ量が、０．６％を超えると溶接熱影響部（ＨＡＺ）靭性を
著しく劣化させる。このため、Ｓｉ量は０．６％以下に限定した。
【００５３】
　Ｍｎ：０．８～２．４％
　Ｍｎは高強度化に有効な元素である。強度確保の観点からＭｎ量は０．８％以上とした
。しかし、Ｍｎ量が２．４％を超えると、母材靭性(toughness of base material)の劣化
が懸念される。したがって、Ｍｎ量は０．８～２．４％の範囲とした。なお、Ｍｎ量の好
ましい範囲は１．０～１．７％である。
【００５４】
　Ｓ：０．００１～０．０５％以下
　脆性き裂前縁にクラック（鋼板表面に平行な割れ）を発生させる必要があるため、Ｓ量
は０．００１％以上とする。しかし、Ｓは非金属介在物(non-metal inclusion)を形成し
延性(ductility)および靭性を劣化させる。このためＳ量は０．０５％以下とした。
【００５５】
　Ｔｉ：０．００５～０．０５０％、Ｎｂ：０．００１～０．１％の１種または２種
　Ｔｉは、炭化物(carbide)や窒化物(nitride)の析出物(precipitate)を形成することに
より、鋼板製造時の加熱段階でのオーステナイト粒(austenite grain)の成長を抑制して
細粒化に寄与するとともに、溶接熱影響部（ＨＡＺ）の結晶粒粗大化も抑制しＨＡＺ靱性
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を向上する効果がある。これらの効果を得るには、Ｔｉ量は０．００５％以上とする。一
方、Ｔｉ量が多すぎると、靱性が劣化する。このため、Ｔｉ量は０．０５０％以下とする
。
【００５６】
　Ｎｂは析出強化(precipitation strengthening)および靱性の向上にも有効である。ま
た、Ｎｂはオーステナイトの再結晶(recrystallization)を抑制し、後述する圧延条件に
よる効果を促進する。これらの効果を得るためには、Ｎｂ量は０．００１％以上とする。
Ｎｂ量が０．１％を超えると、焼き入れ組織(hardened microstructure)が針状化(needle
-like)して靱性が劣化する傾向にある。このため、Ｎｂ量は０．１％以下とする。
【００５７】
　Ｃｕ：２．０％以下、Ｖ：０．２％以下、Ｎｉ：２．０％以下、Ｃｒ：０．６％以下、
Ｍｏ：０．６％以下、Ｗ：０．５％以下、Ｂ：０．００５０％以下、Ｚｒ：０．５％以下
の内から選んだ少なくとも１種
　Ｃｕ：２．０％以下
　Ｃｕは、主として析出強化のために用いることができる。その効果を得るには、Ｃｕ量
は０．０５％以上とするのが好ましい。Ｃｕ量が２．０％を超えると、析出強化が過多と
なり靱性が劣化する。このため、Ｃｕ量は２．０％とすることが好ましい。
【００５８】
　Ｖ：０．２％以下
　Ｖは固溶強化(solute strengthening)と析出強化が利用できる成分である。その効果を
得るには、Ｖ量は０．００１％以上とするのが好ましい。Ｖ量が０．２％を超えると、母
材の靭性および溶接性(weldability)を大きく損なう。このため、Ｖ量は０．２％以下と
することが好ましい。
【００５９】
　Ｎｉ：２．０％以下
　Ｎｉは、強度および靱性を向上させる。また、Ｎｉは、Ｃｕを添加した場合において、
圧延時のＣｕ割れを防止するのに有効である。その効果を得るには、Ｎｉ量は０．０５％
以上とするのが好ましい。しかし、Ｎｉは高価である上、Ｎｉを過剰に添加してもその効
果が飽和する。このため、Ｎｉ量は２．０％以下とすることが好ましい。
【００６０】
　Ｃｒ：０．６％以下
　Ｃｒは、強度を上昇させる効果を有する。その効果を得るには、Ｃｒ量は０．０１％以
上とするのが好ましい。しかし、Ｃｒ量が０．６％を超えると、溶接部の靱性が劣化する
。このため、Ｃｒ量は０．６％以下とすることが好ましい。
【００６１】
　Ｍｏ：０．６％以下
　Ｍｏは、常温および高温での強度を上昇させる効果を有する。その効果を得るには、Ｍ
ｏ量は０．０１％以上とするのが好ましい。しかし、Ｍｏ量が０．６％を超えると、溶接
性が劣化するため、Ｍｏ量は０．６％以下とするのが好ましい。
【００６２】
　Ｗ：０．５％以下
　Ｗは、高温強度を上昇させる効果を有している。その効果を得るには、Ｗ量は０．０５
％以上とするのが好ましい。しかし、Ｗ量が０．５％を超えると、靱性を劣化させるだけ
でなく、高価である。このため、Ｗ量は０．５％以下とするのが好ましい。
【００６３】
　Ｂ：０．００５％以下
　Ｂは圧延中にＢＮとして析出し、圧延後のフェライト粒(ferrite grain)を細かくする
。その効果を得るには、Ｂ量は０．００１％以上とするのが好ましい。しかし、Ｂ量が０
．００５％を超えると靱性が劣化する。このため、Ｂ量は０．００５％以下に限定した。
【００６４】
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　Ｚｒ：０．５％以下
　Ｚｒは、強度を上昇させるほか、亜鉛めっき材(galvanized material)の耐めっき割れ
性（plating cracking resistance）を向上させる元素である。その効果を得るに、Ｚｒ
量は０．０３％以上とするのが好ましい。しかし、Ｚｒ量が０．５％を超えると、溶接部
の靱性が劣化する。このため、Ｚｒ量は０．５％以下とするのが好ましい。
【００６５】
　本発明に係る鋼は上記成分組成の他は残部Ｆｅおよび不可避的不純物である。なお、不
可避的不純物としては、Ｐ：０．０３５％以下、Ａｌ：０．０８％以下、Ｎ：０．０１２
％以下、Ｏ：０．０５％以下、Ｍｇ：０．０１％以下、などが容認できる。
【００６６】
　製造条件では、加熱温度(heating temperature)、熱間圧延条件(hot rolling conditio
n)、冷却条件(cooling condition)を規定することが好ましい。説明において規定がない
場合、温度、冷却速度は板厚方向(thickness direction)の平均値とする。
【００６７】
　［加熱温度］
　鋼素材は、９００～１３５０℃の温度に加熱する。加熱温度を９００℃以上とするのは
、材質の均質化と後述する制御圧延（controlled rolling）を行うために必要である。ま
た、加熱温度を１３５０℃以下とするのは、過度に高温になると表面酸化(surface oxidi
zation)が顕著になるとともに、結晶粒(crystal grain)の粗大化(coarsening)が避けられ
なくなるからである。なお、靱性の向上のためには、加熱温度の上限を１１５０℃とする
ことが好ましい。
【００６８】
　［熱間圧延条件］
　鋼板表面温度が１０００～８５０℃の温度域において、累積圧下率が１０％以上の条件
で圧延する。この圧延によって、オーステナイト粒が部分的に再結晶するため、組織が微
細かつ均一になる。
【００６９】
　なお、１０００℃を超える温度での圧延は、オーステナイト粒の成長を助長するので、
細粒化のためには好ましくない。一方、８５０℃未満の温度での圧延は、８５０℃未満で
完全にオーステナイト未再結晶域(no-recrystallization temperature range in austeni
te)に入るので、結晶粒の均一化のためには好ましくない。また、累積圧下率が１０％未
満になるとオーステナイト粒が十分に微細にならないという理由で好ましくない。
【００７０】
　鋼板表面温度が９００～６００℃の温度域において、累積圧下率が５０％以上、圧延終
了時の鋼板表面温度が８００～５５０℃の条件にて熱間圧延する。この工程により、変態
後の結晶粒を微細化するための歪を導入する。
【００７１】
　９００～６００℃の温度域で圧延することで結晶粒を微細化し且つアレスト性に有利な
集合組織が発達するという効果がある。
【００７２】
　また、累積圧下率を５０％以上にすることで結晶粒微細化と集合組織の発達をさらに促
進させるという効果がある。
【００７３】
　その後、鋼板表面温度が８５０～５５０℃の温度域で圧延することにより、結晶粒が微
細化され、良好なアレスト性能（長大脆性き裂伝播停止性能）が得られる。
【００７４】
　［冷却条件］
　熱間圧延を終了した後、５℃／ｓ以上の冷却速度で４００℃まで冷却することが好まし
い。４００℃までの温度域を５℃／ｓ以上の冷却速度で冷却すると、ベイナイトラス(bai
nite luth)が発達して、き裂の伝播抵抗(crack propagation resistance)となり、良好な
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アレスト性能（長大脆性き裂伝播停止性能）が得られる。
【実施例】
【００７５】
　表１に示す種々の化学組成に調整した鋼スラブ(steel slab)を用いて、表２に示す条件
にしたがって厚鋼板を製造した。かくして得られた各厚鋼板について、図１に示す寸法形
状の長大ＥＳＳＯ試験片を作製し、上述の本発明法を用いて試験に供した。試験は、応力
２５７Ｎ／ｍｍ２、試験温度－１０℃の条件にて実施した。ここで、応力２５７Ｎ／ｍｍ
２は、船体に多用されている降伏強度(yield strength)４０ｋｇｆ／ｍｍ２級鋼板の最大
許容応力であり、温度－１０℃は船舶の設計温度である。長大ＥＳＳＯ試験は図７に示す
大型引張試験ジグにて行った。
【００７６】
　長大ＥＳＳＯ試験を実施した結果を、表２に示す。Ｎｏ２、３、５、６、８、９、１２
、１４は、本発明の製造方法の発明例であり、脆性き裂が試験板で停止している。このた
め、これらは、本発明の評価方法によって、「良好」と評価できる。Ｎｏ．１、４、７、
１０、１１、１３、１５、１６は、本発明の製造方法の比較例であり、脆性き裂が停止し
なかった。このため、これらは、本発明の評価方法によって、「不良」と評価できる。
【００７７】
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【表２】

【符号の説明】
【００７９】
１　長大ＥＳＳＯ試験片
　１１試験板
　１２　助走板
　１３　機械加工ノッチ
　１４　エレクトロガスアーク溶接部
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　１５　ＣＯ２アーク溶接部
２　　試験機のタブ板
３　　試験機のピンチャック
　３１　試験機のピン孔
　３２　ナット形状部
 

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】

【図７】
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【手続補正書】
【提出日】平成26年5月16日(2014.5.16)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１．５ｍ以上２ｍ未満の幅を有する大型試験片の幅直角方向に引張荷重を負荷して、前
記大型試験片におけるき裂長１ｍ以上の長大脆性き裂に対する伝播停止性能を評価する厚
鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能の評価方法であって、前記大型試験片に引張試験機から
の引張荷重を伝達する伝達部が、前記大型試験片の厚さの２．５倍以上となる増厚部を、
前記大型試験片の幅の２．８倍以上となる間隔で、前記大型試験片の幅直角方向の中心を
挟んで有し、前記引張試験機からの引張荷重が、前記増厚部で前記大型試験片の幅直角方
向の中心を挟んだ位置に負荷されることを特徴とする厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能
の評価方法。
【請求項２】
　前記増厚部を前記大型試験片の幅の４．１倍以上となる間隔で有することを特徴とする
請求項１記載の厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能の評価方法。
【請求項３】
　１．５ｍ以上２ｍ未満の幅を有する大型試験片が挿入され、前記大型試験片の幅直角方
向に引張荷重を負荷して、前記大型試験片におけるき裂長１ｍ以上の長大脆性き裂に対す
る伝播停止性能を評価する厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能を評価する試験装置であっ
て、前記大型試験片に引張荷重を伝達する伝達部が、前記大型試験片の厚さの２．５倍以
上となる増厚部を、前記大型試験片の幅の２．８倍以上となる間隔で、前記大型試験片の
幅直角方向の中心を挟んで有し、前記引張荷重を、前記増厚部で前記大型試験片の幅直角
方向の中心を挟んだ位置に負荷し、荷重容量が５０ＭＮ以上であることを特徴とする厚鋼
板の長大脆性き裂伝播停止性能を評価する試験装置。
【請求項４】
　前記増厚部を前記大型試験片の幅の４．１倍以上となる間隔で有することを特徴とする
請求項３記載の厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能を評価する試験装置。
【請求項５】
　前記荷重容量が８０ＭＮ未満であることを特徴とする請求項３または４に記載の厚鋼板
の長大脆性き裂伝播停止性能を評価する試験装置。
【請求項６】
　請求項３～５の何れか一つに記載の装置を用いて、厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能
を評価する工程を含むことを特徴とする長大脆性き裂伝播停止性能に優れる厚鋼板の製造
方法。
【請求項７】
　請求項６の厚鋼板の製造方法において、鋼組成が、質量％で、Ｃ：０．１５％以下、Ｓ
ｉ：０．６％以下、Ｍｎ：０．８～２．４％、Ｓ：０．００１～０．０５％を含み、Ｔｉ
：０．００５～０．０５％またはＮｂ：０．００１～０．１％の内から選んだ少なくとも
１種を含み、更に、Ｃｕ：２％以下、Ｖ：０．２％以下、Ｎｉ：２％以下、Ｃｒ：０．６
％以下、Ｍｏ：０．６％以下、Ｗ：０．５％以下、Ｂ：０．００５％以下、Ｚｒ：０．５
％以下の内から選んだ少なくとも１種を含有し、残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなる
鋼素材を、９００～１３５０℃の温度に加熱し、次いで鋼板表面温度１０００～８５０℃
の温度域において累積圧下率１０％以上圧延した後、鋼板表面温度９００～６００℃の温
度域において累積圧下率５０％以上で、圧延終了時の鋼板表面温度８００～５５０℃で熱
間圧延して製造することを特長とする長大脆性き裂伝播停止性能に優れる厚鋼板の製造方
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【請求項８】
　更に、熱間圧延を終了した後、５℃／ｓ以上の冷却速度で４００℃まで冷却する請求項
７記載の長大脆性き裂伝播停止性能に優れる厚鋼板の製造方法。
【請求項９】
　請求項６～８の何れか一つに記載の製造方法により製造されることを特徴とする長大脆
性き裂伝播停止性能に優れる厚鋼板。
【手続補正書】
【提出日】平成26年9月1日(2014.9.1)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１．５ｍ以上（２ｍ超えを除く）の幅を有する大型試験片の幅直角方向に引張荷重を負
荷して、前記大型試験片におけるき裂長１ｍ以上の長大脆性き裂に対する伝播停止性能を
評価する厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能の評価方法であって、前記大型試験片に引張
試験機からの引張荷重を伝達する伝達部が、前記大型試験片の厚さの２．５倍以上となる
増厚部を、前記大型試験片の幅の２．８倍以上となる間隔で、前記大型試験片の幅直角方
向の中心を挟んで有し、前記引張試験機からの引張荷重が、前記増厚部で前記大型試験片
の幅直角方向の中心を挟んだ位置に負荷されることを特徴とする厚鋼板の長大脆性き裂伝
播停止性能の評価方法。
【請求項２】
　前記増厚部を前記大型試験片の幅の４．１倍以上となる間隔で有することを特徴とする
請求項１記載の厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能の評価方法。
【手続補正書】
【提出日】平成27年9月28日(2015.9.28)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１．５ｍ以上（２ｍ超えを除く）の幅を有する大型試験片の幅直角方向に引張荷重を負
荷して、前記大型試験片におけるき裂長１ｍ以上の長大脆性き裂に対する伝播停止性能を
評価する厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能の評価方法であって、前記大型試験片に引張
試験機からの引張荷重を伝達する伝達部が、前記大型試験片の厚さの２．５倍以上２０倍
以下（４００／６０倍以下を除く）となる増厚部を、前記大型試験片の幅の２．８倍以上
となる、８８００ｍｍ以上の間隔で、前記大型試験片の幅直角方向の中心を挟んで有し、
前記引張試験機からの引張荷重が、前記増厚部で前記大型試験片の幅直角方向の中心を挟
んだ位置に負荷され、荷重容量が５０ＭＮ以上（８０ＭＮ超えを除く）であることを特徴
とする厚鋼板の長大脆性き裂伝播停止性能の評価方法。
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